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（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
本論文は、分業などの下に複数の者が関与する経過から生じた事故において、誰に
いかなる刑事責任を帰属させうるかの問題に関し、規範論の観点から、従来の過失共
犯論とは異なる新たな分析枠組みと解決を提示するものである。企業事故などの現代
的な問題に取り組む際に、古くビンディングが確立したとされる規範論のアプローチ
を用いる研究手法は斬新であり、従来あまり実益がないと見られていた「行為規範」
と「制裁規範」の区別に新たな意義を与え、いくつかの具体的結論を導出することに
も成功している。 
 本論文は過失の内容の検討において、通常違法性論や客観的帰属論の中で論じられ
る「法秩序の統一性」や「規範の保護目的」を新たに規範論から基礎づけ、またそこ
に位置づけたことが注目される。行為規範が単なる結果回避義務ではなく、一般人に
具体的な指示を与えるものであってその内容は他の法分野を参照して初めて注意義務
として確定されるとする立論は、論理的である。義務違反があっても犯罪の成立を否
定する「規範の保護目的」からの逸脱のケースが、行為規範ではなく事後判断として
の制裁規範からの評価の問題だとする視角は、少数説であり、今後学界の議論を活発
化させると思われる。 
 共犯に関しては、正犯と共犯の区別が行為規範ではなく制裁規範の問題であるとす
る見解が、故意犯および過失犯において統一的正犯概念と制限的正犯概念の採否が国
によって異なるという比較法的検討をふまえた広い関心から根拠づけられている。こ
の点には学説上争いがあり、本論文の立場が故意の幇助犯論や不作為犯論に及ぼす影
響について、議論の展開が期待される。 
 具体的な事案の解決として、本論文は、従来過失共同正犯による解決が提唱されて
きた事案の多くは、過失単独正犯の同時犯として解決すべきであるか、または、立証
の困難性が問題になっているにすぎず帰責を否定すべきであるとする明確な基準をう
ち出す。また、中国の一部の犯罪類型のように、参照すべき法令を明示する規定形式
に積極的意義を見出し、立法的提言にも到達している。 
 もっとも、本論文は、行為規範の具体化を比較的詳しく論じる一方で、制裁規範に
よる評価方法については抽象的な提言を行うにとどまる。また、過失単独犯について
蓄積している、注意義務の具体化に関する膨大な先行研究があまり参照できておら
ず、業務上過失ではない単純過失の解決も必ずしも明らかでない。 
 そうだとしても、比較法研究も前提に解釈論だけでなく立法論まで含めた提言を試
みている点は、本論文の広い視野からの成果であるといえる。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
 また、平成29年2月1日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果、合格と認めた。 
 
